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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２８年１月１２日(平成２８年（行個）諮問第５号) 

答申日：平成２８年５月１８日（平成２８年度（行個）答申第９号） 

事件名：本人が申告した人権侵犯事件に係る記録の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１に掲げる文書１ないし文書１６５に記録された保有個人情報（以

下，併せて「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開

示とした決定については，別紙２に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１０月１５

日付け庶１５（４）第１０２７号により長野地方法務局長（以下「処分

庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につい

て，以下を求める。 

（１）全ての開示対象資料が網羅され，遺漏なくその全てが開示されること

を求めます。 

（２）個々の資料においては，黒塗り部分・カット等，不要な修正が１ケ所

も無いよう求めます。 

（３）その他，不適切に不開示とし，国民の知る権利を侵害している要素は

全くないのか審査を求めます。 

（４）情報は原則開示という理念が歪められ，ねじ曲げられている要素は全

くないのか審査を求めます。 

（５）すなわち国民の知る権利が最大限尊重され，適切に情報開示がなされ

ることを求めます。 

２ 審査請求の理由 

（１）なぜ「侵犯事実不明確」となったのか。その理由を知りたい。 

ア まず基本的事実を確認する。先に審査請求人は人権救済の申し立て

を行った。これに対し，処分庁により「侵犯事実不明確」と記された

特定年月日付け文書を受け取っている。この文書には，理由は一切書

かれていない。 

イ したがって情報開示の制度によりその理由を知りたいと考えた。 

ウ 審査請求人は「侵犯事実不明確」という決定に強い不満を抱いてい
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る。 

エ 明白な人権侵犯であると考えている。 

オ しかしそれは審査請求人の考えであって，その見解に合理性がある

かは分からない。 

カ 少なくとも本文書は，その見解に対し同意を求めるものではない。 

キ しかし「侵犯事実不明確」の理由を知る必要がある。 

ク 理由が不詳であれば，その決定が適切であるか否か判断できない。

また，仮に，その理由に真に合理性があれば，その決定を受け入れる

こともできる。 

ケ 行政が決定した場合，その理由を知ることができるというのは，最

低限の知る権利ではないのか。 

コ 理由を示さず，決定だけを個人に押し付けることができるのである

ならば，公務員は安心して不適切な決定を繰り返すことができるので

はないか。それは誠に理不尽な話である。 

サ 公務員にとってはその方が都合が良いのであろうが，市民にとって

は許容しがたい。 

シ 公務員は説明責任を果たすべきである。行政は公務員のためにある

のではない。市民の税金によって成り立っている。その基本に適合す

る運用であるべきではないか。 

ス この情報開示の資料によって，「侵犯事実不明確」の理由を理解で

きるのだろうか。決定の理由，背景，状況等について，説明責任を果

たしていると言えるのか。最大限開示すべきではないか。それは最低

限の国民の知る権利ではないのか。 

（２）処分庁の「不開示とした部分とその理由」の基本理念としての問題点 

ア 「不開示とした部分とその理由」には「内部的な協議・検討の過程

において出された意見・評価等が開示されることになると，職員らが

率直な意見を述べることをちゅうちょし，ひいては事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある」と記されている。 

イ 「おそれ」があるから不開示→「おそれ」はオールマイティ。この

論理を敷衍すれば，際限なく不開示可能である。 

ウ 「率直な意見を述べることをちゅうちょし」→これは，公務員に一

方的に有利な主張である。開示を求める国民に一方的に不利な内容で

ある。 

エ 長野地方法務局にとって一方的に都合の良い内容を，法１４条１項

７号の「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」に牽

強付会している。 

（３）法を根拠としている点について 
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ア 本件は１４条１項７号のイよりホは該当せず。 

イ イからホに例示されている内容と，長野地方法務局の不開示理由と

は，明らかに乖離がある。 

ウ 長野地方法務局は１４条１項７号の「次に掲げるおそれその他当該

事務」の内の「その他」を不適切に拡大解釈しているのではないか。 

エ 「（３）」の理由は，前半部分は，法１項７号とは関係ない。整合

していない。被調査者には調査を拒否する権利がある。調査を拒否さ

れたからといって，長野地方法務局の業務の支障になるという話では

ないのではないか。協力が得られなかったと，事務処理可能である。 

（４）公務員の自由な議論と，国民の知る権利 

ア バランスが必要ではないか。一方的に公務員に有利になることは許

されない。 

イ 「悪徳公務員」という表現は国民に定着している。「悪徳会社員」 

という言い方はない。全て公務員が善良，完全無比ということはない。 

ウ 公開が原則ではないか。 

エ 国民から要望があれば，これを開示し，批判検証できるようにする

ためではないか。 

オ 人権問題について議論がなされる場合にも，当事者に最大限開示さ

れるべきなのではないか。 

カ もし，人権問題に関する協議の内容の記録が非公開であるならば，

無責任な議論も可能となる。 

キ 原則は「決定」の形成過程まで含めて，最大限，国民の検証可能に

すべきである。 

ク 「公務員の率直な意見をちゅうちょ」と「国民の知る権利」→今回

の不開示の状況は明らかに公務員に好都合なようにバランスを失して

いるのではないか。 

（５）運用する職員，誠実な公務員と組織 

ア 誠実に開示すれば「何だあいつは。」などと批判され，冷遇されて

いくような実態があるのではないか，と質問すれば，そのような事実

はない，厳正，適切に運用されているとの趣旨の回答があるに相違な

いが，その実，真実はどうなのか。 

イ 公務員の中の良識ある者の行動を適切に生かせるような状況にある

のだろうか。 

（６）公務員の行動の検証 

ア 公務員の行ったこと，協議したこと，まとめた文書等のその内容

（表題等以外）について，一言一句全て不開示にしないと，個人なり

何らかの利益を害する，ということがあるのだろうか。だとすると，
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公務員の行動について，国民が批判検証する機会はどの様に保証され

ているのであろうか。 

秘匿しないと公務員にとって都合が悪い，ではいけない。情報公開

は公務員の行動の妥当性について批判，検証，議論等をする場合の

大前提である。それは民主主義社会の基礎であるはずである。 

イ 公務員の行ったことは，全開示するのが基本的な理念のはずである。 

ウ 公開資料を見ると，完全に逆行している。さながら全不開示を基本

としているかの如くである。 

エ 公務員 全開示のはず。それがなされていない。 

特定個人Ａに関する資料，部分。 

特定個人Ｂに関する資料，部分。 

オ 開示資料の中の「行政の処置方針」を全黒塗りにする決定は容認で

きない。民間人は関係ない。なぜ公務員の情報を不開示にしなければ

ならないのか。 

カ 公務員は自分の行ったことに関して，説明責任を果たせないようで

はおかしい。 

キ 黒塗りして守っているのは誰なのか。他の公務員が当該公務員を安

易に守護しているのであれば，それは本来許されないはずである。 

ク 内容部分に関し，一言一句，不開示としている資料の羅列となって

いる。文章全てを不開示にする合理的な理由が本当にあるのか。 

ケ 「事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」式の理由付けによって，

安易に不開示とするができるとした場合，その理由付けはオールマイ

ティである。「支障を及ぼすおそれ」など，あらゆる事案，事象に存

在する。 

開示したくない資料，部分について，その都度そのようなもっとも

らしい理由付けしていけば，結果として幾らでも不開示にできるこ

ととなる。 

今回の不開示にそのような側面は皆無と断定できるのであろうか。 

少なくとも綿密な検証が必要である。 

（７）審査請求人事案において何故「相手方との話し合いを仲介」をしなか

ったのか 

人権侵犯についての調査方法の問題点と情報開示 

ア 一方的な聴取では，まさに一方的になる。 

イ 事実，真実を解明するため，被害申告者，相手側（役場職員），法

務局特定支部・人権擁護委員会による，三者協議を要望した。 

ウ 「人権侵害被害申告シート」にも「相手方との話し合いを仲介して

ほしい」の欄にチェックした。 
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エ 特定支局長に，直接，口頭で繰り返し要望もした。 

オ にも拘らず，三者協議は一度も行われなかった。そして一方的に決

定がなされた。 

カ 審査請求人は，決定以前に必ず何らかの連絡があり，協議なり，事

実確認なりがあると思っていた。 

キ なぜ審査請求人への事実確認の作業が行われなかったのか，全く不

明である。 

ク 今回の情報開示によっても，なぜ協議が行われなかったのか，全く

不明である。 

ケ 期限は定められていないはずである。 

コ 何故そのようなこととなったのか，その過程を明確にしたい。その

ために情報開示を求める。 

（８）特定地方公共団体情報開示資料を判読不能となるようなコピーした件

と本件情報開示のあり方 

ア 開示対象資料の中に，不鮮明で判読できないものがある。 

イ 誰がこのような判読不能な資料にしたのか。 

ウ 審査請求人が提出した時点では十分に読解できたはずである。また

そうでなければ，情報公開の意味がなくなる。 

エ どの時点で，誰が判読不能にしたのか。 

オ 故意に判読不能なようにコピーした可能性がある。→特定地方公開

団体から開示されていないように装った可能性がある。 

カ 仮に故意にでなくとも，このような判読不能な資料によって，法務

省内において，審査請求人の人権問題について協識がなされていたと

すれば，その結論にも影響を与えた可能性がある。「侵犯事実不明

確」の決定に対してである。 

キ どの時点からこのような判読不能な資料が用いられたのか。事実を

明らかにしてほしい。 

ク この判読不能な状態が，法務省・法務局において協議がなされてい

た時の状態であるならば，そのまま開示されなければならない。 

ケ そうでない状態であったならば，協議時点と同様の状態で開示され

なければならない。 

コ 事実の解明を求めたい。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 審査請求人の審査請求に係る処分について 

審査請求人から開示請求のあった保有個人情報の名称は，長野地方法務

局本局が保有している情報であって，審査請求人が特定年月日に被害申告

した人権侵犯事件記録一式である。 
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処分庁は，下記４の理由により，平成２７年１０月１５日，保有個人情

報の部分開示決定をし，同日付け庶１５（４）第１０２７号「保有個人情

報の開示をする旨の決定について（通知）」で審査請求人に通知した。 

２ 「人権侵犯事件記録」に編綴される書類及びその記録内容について 

人権侵犯事件とは，国民に保障されている基本的人権が侵害された疑い

のある事件をいい，法務省の人権擁護機関がこの人権侵犯事件について行

う調査・処理の目的は，人権侵犯の疑いのある事案について，侵犯事実の

有無を確かめ，その結果に基づき，相手方や関係者に対し人権尊重の意識

を喚起して，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状

態の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すことである。 

人権侵犯事件記録に編綴される書類は，事件関係者から事情聴取した際

の聴取報告書，事件の関係者から提出のあった資料，事件処理についての

局内の決裁文書，及び救済手続に関する書類などである。これらの書類に

は，事件の概要，事件関係者の住所・氏名・職業・年齢，事件関係者から

聴取した供述内容，局内における事件についての検討状況等が記録されて

いる。 

３ 不服申立ての趣旨について 

審査請求人は，処分庁が行った原処分を取り消し，全部開示とするとの

決定を求めていると解される。 

４ 部分開示を行った理由について 

（１）審査請求の対象である前記人権侵犯事件記録一式（以下，第３におい

ては「本件人権侵犯事件記録一式」という。）の中には，人権侵犯事件

に関する職員間の協議・検討の内容に関する情報が含まれている。 

人権侵犯事件の処理に当たっては，証拠の評価，関係者の対応や事件

に対する姿勢など様々な事情を総合的に判断して，どのような措置が自

主的な紛争の解決に最適かを判断する必要がある。職員間での忌たんの

ない意見が事件関係者に開示されることになると，事件についての心証，

供述の信用性への疑問，当事者の対応についての問題点などの意見をめ

ぐって関係者から反発を招いたり，事件当事者間の関係を悪化させるこ

ともあり得る。 

また，人権侵犯事件に関する法務省の人権擁護機関の措置には強制力

がなく，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状態

の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すものであることから，

自主的な紛争の解決を図るためには，人権擁護機関の判断を説得的に説

明し，当事者の理解を得るようにする必要がある。しかしながら，内部

での様々な意見が当事者に開示されると，このような制度自体の目的を

達成することができなくなるおそれがあることから，このような事態が
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生じることを恐れて，職員が，自己の意見に対する事件関係者の反応を

意識し，率直な意見を述べたり，それを記録することをちゅうちょする

等して事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって，これらの情報は法１４条７号柱書きの不開示情報に該当

する。 

（２）本件人権侵犯事件記録一式の中には，審査請求人以外の特定の個人を

識別する情報が含まれている。 

これらの情報は，法１４条２号に該当するとともに，これが開示され

ることとなれば，被害者その他の関係者がありのままに事実を述べるこ

とをちゅうちょするようになるだけではなく，調査そのものに協力する

ことも拒否するようになったり，人権侵害の救済を求める人が法務省の

人権擁護機関に被害の申告をすることを差し控えたりするおそれもあり，

その情報の開示によって，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

ることから，法１４条７号柱書きの不開示情報にも該当する。 

（３）本件人権侵犯事件記録一式の中には，審査請求人以外の関係者からの

事情聴取の内容又は当該被聴取者を推認させる情報が含まれている。 

人権侵犯事件においては一般に人権侵害をめぐって当事者間に紛争が

発生しており，関係者が事件の調査に協力した事実や被害者その他の関

係者に対する調査の内容等がその他の当該事件の関係者に開示されると，

紛争が一層複雑化し，あるいは調査に協力した者が何らかの報復や不利

益を受けるおそれがある場合が少なくない。人権侵犯事件の調査は，調

査内容の秘匿を条件に関係者の協力を得ながら進めているのが実情であ

り，その秘匿が保障されなければ人権侵犯事件の適正迅速な調査処理に

重大な支障が生じるおそれがある。すなわち，一般に被害者その他の関

係者が情報の秘匿に極めて神経質であり，本件報告書を含む人権侵犯事

件記録の取扱いに少なからぬ関心を払っている実情からは，審査請求人

以外の者からの事情聴取の内容や当該被聴取者を推認することができる

情報を第三者に開示すると，被害者その他の関係者が事実をありのまま

述べることや証拠を提供することをちゅうちょしたり，調査そのものに

協力することを拒否するようになる。また，そもそも，人権侵害の救済

を求める人が，法務省の人権擁護機関に被害の申し出をすることを差し

控えるようになるおそれもある。 

このような事態となれば，十分な調査が実施できず，その結果，真相

解明が困難となり，相手方へ啓発する等の実効的な被害者救済がなし得

なくなるばかりでなく，人権救済制度そのものの適切な運用ができなく

なることとなる。したがって，これらの情報は法１４条７号柱書きの不

開示情報に該当する。 
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なお，関係者の住所，氏名等の個人識別情報のみを不開示とすること

の是非については，たとえ当該個人識別情報のみを不開示としたとして

も，事件関係者であれば，供述の内容から供述者を特定したり，特定に

は至らないにしても，供述者を推測することは可能であることから，事

件関係者間において無用のトラブルが発生し，人権侵害による被害者救

済の目的が達成できないおそれがあるため，個人識別情報以外の部分を

含めて不開示とせざるを得ない。 

５ その他 

審査請求の対象となっている本件人権侵犯事件記録一式のうち，不開示

情報に該当する部分及び不開示理由のいずれに該当するかについては，別

紙１のとおりである。 

別紙１中，「不開示理由」欄の（１）ないし（３）は，不開示理由が上

記４の（１）ないし（３）のいずれに当たるかを示している。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年１月１２日   諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月５日       審議 

④ 同年４月１２日      委員の交代に伴う所要の手続の実施並

びに本件対象保有個人情報の見分及び

審議 

⑤ 同年５月１６日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，特定年に審査請求人が被害申告した人権侵犯事件に

関する記録一式に係る保有個人情報の開示を求めるものであり，処分庁

は，別紙１に掲げる文書１ないし文書１６５に記録された保有個人情報

（本件対象保有個人情報）をその対象として特定した上で，これらの情

報の一部が，法１４条２号及び７号の不開示情報に該当するとして，当

該部分を不開示とする原処分を行ったものである。 

これに対し，審査請求人は，不開示部分の開示を求めているが，諮問

庁は，原処分を妥当としているので，以下，本件対象保有個人情報の不

開示部分の不開示情報該当性について，本件対象保有個人情報を見分し

た結果を踏まえ，検討する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）不開示部分について 

当審査会において，本件対象保有個人情報を見分したところ，本件対
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象保有個人情報が記録されている文書は，別紙１掲載のとおり，決裁伺

い（文書１）を先頭に，特別事件開始報告書（文書２）や人権侵犯被害

申告シート（文書３）の外，人権相談票（文書４）や聴取報告書（文書

２９等），特別事件処理報告書（文書１６４及び文書１６５）等の計１

６５の文書から構成されており，その内容から，これらの文書は，審査

請求人を被害者とする特定の人権侵犯事件処理に関する一連の文書であ

ると認められる。 

上記各文書に記録された保有個人情報のうち，文書３ないし文書３４，

文書３６ないし文書６７等，計１２７文書については，原処分において

全部開示され，その余の３８文書については，別紙１の「不開示部分」

欄に掲げる部分が，不開示とされていると認められる。 

（２）人権侵犯事件に関する職員間の協議・検討の内容に関する情報が含ま

れている部分 

  ア 諮問庁の説明 

①文書１，文書６８，文書１６０及び文書１６３の「起案日」欄及

び本文（文書１６０のみ），②文書２及び文書３５の「調査計画」

欄，③文書６９及び文書１１４の「処理方針」欄，「理由」欄，

「参考事項」欄及び「目録」欄の３２ないし４４の記載の一部，④

文書１１１ないし文書１１３及び文書１５６ないし文書１５８の全

て，⑤文書１５９の標題の一部及び本文並びに⑥文書１６４及び文

書１６５の「相手方」欄及び「参考事項」欄の記載の一部には，人

権侵犯事件に関する職員間の協議・検討の内容に関する情報が含ま

れており，このような職員間での忌たんのない意見や内部での様々

な意見が当事者等事件関係者に開示されると，事件についての心証，

供述の信用性への疑問，当事者の対応についての問題点などの意見

をめぐって関係者から反発を招いたり，事件当事者間の関係を悪化

させることもあり得るほか，このような事態が生じることを恐れて，

職員が，自己の意見に対する事件関係者の反応を意識し，率直な意

見を述べたり，それを記録することをちゅうちょする等して事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は

法１４条７号柱書きの不開示情報に該当する。 

イ 検討 

（ア）上記アの不開示部分のうち，①文書６９の「目録」欄の３２ない

し３７の不開示部分を除く部分及び文書１１４の「目録」欄の３２

ないし３７の不開示部分を除く部分並びに②文書１６４及び文書１

６５の「相手方」欄の不開示部分を除く部分には，法務局内部にお

ける本件の人権侵犯事件の取扱いや処理についての内部的な協議・
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検討を行った状況やその結果が，本件事案の処理に係る職員の率直

な意見・評価又は心証等とともに記録されていると認められる。 

人権侵犯事件の調査事務は，様々な領域における幅広い事象を扱

うものであり，また，その内容も機微にわたるものが多い上，その

事実関係の調査や解決のための措置として任意的手段しか有しない

こと等に照らせば，人権侵犯事件の調査事務に適切に対応するため

には，法務局内部において忌たんのない意見交換を行い，十分な検

討を行う機会が確保される必要があるものと認められる。 

かかる必要性に鑑みれば，当該不開示部分に記録された内部的な

協議・検討の過程やそこにおいて出された意見・評価又は心証等が

開示されることになると，職員において，今後の人権侵犯事件一般

に係る事案の検討に際し，その内容が開示された場合の影響等を憂

慮する余り，十分な検討や率直な意見を述べることを差し控えるな

どし，自由かっ達な意見交換が行われなくなり，ひいては国の機関

が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ことは否定できないことから，当該不開示部分は，法１４条７号柱

書きの不開示情報に該当すると認められるため，不開示としたこと

は妥当である。 

（イ）①文書６９の「目録」欄の３２ないし３７の不開示部分及び文書

１１４の「目録」欄の３２ないし３７の不開示部分並びに②文書１

６４及び文書１６５の「相手方」欄の不開示部分については，諮問

庁は，下記（３）の不開示理由にも該当すると説明しているので，

下記（３）において，更に検討する。 

（３）審査請求人以外の関係者からの事情聴取の内容又は当該被聴取者を推

認させる情報等が含まれている部分（上記（２）で判断した部分は除

く。） 

ア 諮問庁の説明 

    ①文書６９の「目録」欄の３２ないし３７の記載の一部及び文書１

１４の「目録」欄の３２ないし３７の記載の一部，②文書１０１ない

し文書１０６及び文書１４６ないし文書１５１の「聴取場所」欄（文

書１０３及び文書１４８を除く。），被聴取者の「住所」，「職業」，

「氏名」及び「生年月日」の各欄並びに「聴取内容」欄，③文書１０

７ないし文書１１０及び文書１５２ないし文書１５５の全て，④文書

１６２の宛先及び本文並びに⑤文書１６４及び文書１６５の「相手

方」欄の記載の一部は，審査請求人以外の特定の個人を識別する情報

であり，⑥文書６９及び文書１１４の「相手方」欄の記載の一部並び

に上記①，②，④及び⑤の各部分には，審査請求人以外の関係者から
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の事情聴取の内容又は当該被聴取者を推認させる情報が含まれている。 

当該部分を開示すると，被害者その他の関係者が事実をありのまま

述べることや証拠を提供することをちゅうちょしたり，調査そのも

のに協力することを拒否するようになり，その結果，十分な調査が

実施できず，真相解明が困難となり，相手方へ啓発する等の実効的

な被害者救済がなし得なくなることなどから，これらの情報は法１

４条７号柱書きの不開示情報に該当する。また，審査請求人以外の

特定の個人を識別する情報は，同条２号にも該当する。  

イ 検討 

（ア）上記アの不開示部分のうち，文書６９，文書１１４，文書１６４

及び文書１６５の「相手方」欄の不開示部分を除く部分には，本件

の人権侵犯事件において，法務局が審査請求人以外の関係者からの

事情聴取の内容及び当該被聴取者を推認させる情報等が記録されて

いると認められる。 

強制的な手段を持たない人権侵犯事件の調査は，関係者の協力を

得ながら行われるものであり，もともと当事者間に何らかのトラブ

ルや紛争が生じている場合も少なくないと考えられることから，こ

れらの情報が開示され，関係者に関する情報や事件の調査に協力し

た事実，その内容等が他の関係者等に明らかにされると，関係者が

事実を述べたり証拠を提供することに消極的になるなどし，調査に

協力することを拒否するようになるなど，人権侵犯事件の調査事務

に支障を及ぼすおそれがあることは否定できない。また，人権擁護

機関の事実認定は，人権救済の申立人及び被害者の申告内容のみな

らず，当該申立人及び被害者以外の関係者に対する調査結果を踏ま

えたものであることから，当該不開示部分を開示すれば，調査の相

手方その他の関係者の反発を招くおそれがあるばかりではなく，そ

もそも調査内容の秘匿を条件に関係者の協力を得つつ進めていく必

要のある人権侵犯事件の調査手続自体に対する不信を招いたり，こ

れに対する協力を得られなくなる事態を生じさせかねず，ひいては

今後の国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあることは否定できない。 

したがって，当該不開示部分については，法１４条２号について

判断するまでもなく，同条７号柱書きの不開示情報に該当すると認

められることから，不開示としたことは妥当である。 

（イ）ただし，文書６９，文書１１４，文書１６４及び文書１６５の

「相手方」欄の不開示部分については，本件に係る人権侵犯事件の

相手方に関する情報が記載されており，当該情報は法１４条２号本
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文前段の開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの

に該当するといえるが，一方で，当該相手方は，特定の地方公共団

体の長であり，当該情報は公知の情報であることから，同号ただし

書イに該当すると認められる。さらに，これらの情報を開示したと

しても，関係者等が人権侵犯事件の調査等に非協力的になるなど，

国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるとは認められないことから，同条７号柱書きに該当せず，

開示すべきである。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号及び７号に該当するとして不開示とした決定については，別紙２に掲げ

る部分を除く部分は，同号柱書きに該当すると認められるので，同条２号

について判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であるが，別紙２

に掲げる部分は同号及び同条７号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべ

きであると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙１（本件対象保有個人情報が記録された文書並びに不開示部分及び不開示

理由） 

 

文書番号 文書名 不開示部分 不開示理由

（第３の４

の 該 当 項

目） 

文書１ 決裁伺い 「起案日」欄 （１） 

文書２ 特別事件開

始報告書 

「調査計画」欄の記載内容全

て 

同上 

文書３ 人権侵犯被

害申告シー

ト 

  

文書４ 人権相談票   

文書５ないし文

書２８ 

資料   

文書２９ないし

文書３４ 

聴取報告書   

文書３５ 特別事件開

始報告書 

「調査計画」欄の記載内容全

て 

（１） 

文書３６ 人権侵犯被

害申告シー

ト 

  

文書３７ 人権相談票   

文書３８ないし

文書６１ 

資料   

文書６２ないし

文書６７ 

聴取報告書   

文書６８ 決裁伺い 「起案日」欄 （１） 

文書６９ 特別事件調

査結果報告

書 

「相手方」欄の記載の一部 （３） 

「処理方針」欄，「理由」欄

及び「参考事項」欄の記載内

容全て 

（１）ない

し（３） 

「目録」欄の３２ないし４４

の記載の一部 

同上 

文書７０ 人権侵犯被   
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害申告シー

ト 

文書７１ 人権相談票   

文書７２ないし

文書９４ 

資料   

文書９５ないし

文書１００ 

聴取報告書   

文書１０１及び

文書１０２ 

同上 「聴取場所」欄，被聴取者の

「住所」，「職業」，「氏

名」及び「生年月日」の各欄

並びに「聴取内容」欄の記載

内容全て 

（２）及び 

（３） 

文書１０３ 同上 被聴取者の「住所」，「職

業」，「氏名」及び「生年月

日」の各欄並びに「聴取内

容」欄の記載内容全て 

同上 

文書１０４ない

し文書１０６ 

同上 「聴取場所」欄，被聴取者の

「住所」，「職業」，「氏

名」及び「生年月日」の各欄

並びに「聴取内容」欄の記載

内容全て 

同上 

文書１０７ない

し文書１１０ 

資料 全て （２） 

文書１１１ない

し文書１１３ 

資料 全て （１） 

文書１１４ 特別事件調

査結果報告

書 

「相手方」欄の記載の一部 （３） 

「処理方針」欄，「理由」欄

及び「参考事項」欄の記載内

容全て 

（１）ない

し（３） 

「目録」欄の３２ないし４４

の記載の一部 

同上 

文書１１５ 人権侵犯被

害申告シー

ト 

  

文書１１６ 人権相談票   
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文書１１７ない

し文書１３９ 

資料   

文書１４０ない

し文書１４５ 

聴取報告書   

文書１４６及び

文書１４７ 

同上 「聴取場所」欄，被聴取者の

「住所」，「職業」，「氏

名」及び「生年月日」の各欄

並びに「聴取内容」欄の記載

内容全て 

（２）及び 

（３） 

文書１４８ 同上 被聴取者の「住所」，「職

業」，「氏名」及び「生年月

日」の各欄並びに「聴取内

容」欄の記載内容全て 

同上 

文書１４９ない

し文書１５１ 

同上 「聴取場所」欄，被聴取者の

「住所」，「職業」，「氏

名」及び「生年月日」の各欄

並びに「聴取内容」欄の記載

内容全て 

同上 

文書１５２ない

し文書１５５ 

資料 全て （２） 

文書１５６ない

し文書１５８ 

同上 同上 （１） 

文書１５９ 文書 標題の一部及び本文 同上 

文書１６０ 決裁伺い 「起案日」欄及び本文 同上 

文書１６１ 文書   

文書１６２ 同上 宛先及び本文 （２）及び

（３） 

文書１６３ 決裁伺い 「起案日」欄 （１） 

文書１６４及び

文書１６５ 

特別事件処

理報告書 

「相手方」欄及び「参考事

項」欄の記載の一部 

（１）ない

し（３） 

 



 16 

別紙２（開示すべき部分） 

 

文書６９，文書１１４，文書１６４及び文書１６５の「相手方」欄の不開示

部分 


